
ゼロエミッション社会構築の取組み

名古屋大学未来材料・システム研究所
未来エレクトロニクス集積研究センター
センター長・教授 天野 浩 工学博士

日時：令和2年2月22日（土）20分
場所：石川県女性センター

環境省シンポジウム 気候変動を踏まえた脱炭素社会の実現に向けて
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地の利を生かした北陸の電源構成

ベースロード
電源の水力は
一番多くて、
太陽光・風力
は一番少ない

エネルギー自立型
スマートシティー

のお手本に！
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本日の提案

＊エネルギー自立化と地球温暖化対策への貢献の取り組み
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世界を照らすLED！

モンゴル
ガントウムル教育科学大臣
2015年2月7日(土)名大訪問

LED lamp !

モンゴル ゲル

2016年3月28日(月)

太陽電池

衛星放送
アンテナ

インフラを持たない世界15億人を照らす
―ノーベル財団発表文より―
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Year

LED lighting Other lighting LED ratio×1000

本年までに国内電力節減7％＝1兆円/年の削減効果

LED照明の省エネ効果

世界のLED省エネ効果（952.5TWh/年）は、
日本の総発電量（1043.6TWh/年）に匹敵！

ところが！2019年12月3日、気候変動枠組み条約第25回締約国会議（COP25）の会場で、
世界の環境団体「気候行動ネットワーク」は日本に化石賞！
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化石燃料依存>50％の国
はアジアに多い

（出所）IEA “Key World Energy Statistics 2017″をもとにニューラル
作成

日本は>80％！

日本の発電構成 なぜ日本は欧米から批判されるのか?
70％ライン
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バックキャスト 今から2050年までにやるべきこと

10年 20年
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茅の恒等式

•F is global CO2 emissions from human sources
•P is global population
•G is world GDP
•E is global energy consumption
•G/P is the GDP per capita
•E/G is the energy intensity of the GDP
•F/E is the carbon footprint of energy

Y. Kaya and K. Yokobori, Environment, Energy, and Economy: 
strategies for sustainability
United Nations University Press
The United Nations University, 1997

Professor Yoichi Kaya
© 2019 Club of Rome

＊社会インフラ高効率化
＊再生可能エネルギー割合増加

×0.74
×0.6 ×0.3

×1.5 一次最終
人口減少 生産性/人

＝0.22050年
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名大URA試算値 （備考） LCS試算を参考にした試算値 （備考）

太陽光パネ
ル設置コス
ト

パネル設置容量 300ＧＷ 想定値 500ＧＷ
パネル設置容量増加分(a) 260ＧＷ 既設置40GWとの差分 444ＧＷ 既設置56GWとの差分

パネル単価(b) 2万円/kW 低コスト化前提値 2万円/kW 低コスト化前提値

設置コスト① (a)x(b) 5.2兆円 8.9 兆円

蓄電池設置
コスト

パネル設置容量(a) 300ＧＷ 500ＧＷ
パネル1kwあたり年間発電量 1,300 kWh/kW 1,000 kWh/kW

パネル1kwあたり1日発電量(b) 3.6 kWh/kW 2.7 kWh/kW

蓄電比率(c)  0.7

蓄電池必要容量(d)=(a)x(b)x(c) 748 GWh 700GWh

蓄電池単価(e) 7,000 円/kWh 圧縮空気方式想定 20,000 円/kWh NAS低コスト化前提

設置コスト② (d)x(e)  5.2 兆円 14.0 兆円
80%分 合計①＋② 10.4 兆円 22.9 兆円

EV普及によ
る蓄電池削
減の効果考
慮

EV普及台数(a) 6,400 万台 国内推定 ←(仮定）

1台当たり電池容量(b) 50kWh ←(仮定）

合計容量(c) =(a)x(b) 3,200 GWh ←(仮定）

EMSへの寄与比率(d) 0.1 寄与分推定 ←(仮定）

寄与分合計容量(e)  =(c)x(d) 320GWh ←(仮定）

蓄電池コスト削減寄与分③ 2.2 兆円
蓄電池必要容量との比率で
試算

6.4兆円
蓄電池必要容量との比率で試
算

80%分 合計①＋②－③ 8.2 兆円 16.5 兆円

化学プラ削
減あわせて
90%分

対策１ プラ100万t削減 ー 不明のため未計上 ←(仮定）

対策２ バイオプラ化400万t 4,000 億円 ←(仮定）

対策３ 素材としてのリサイクル
500万t

3,000 億円 ←(仮定）

総合計 8.9 兆円 17.2 兆円
30年割コスト(2020~2050) 0.30 兆円/年 0.57 兆円/年

日本GDP 550兆円/年 550兆円/年
日本GDP比率 0.05 ％ 0.10 ％

日本 GHG排出80%削減に必要なコスト

5,700億円/年
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国の予算と比べてみると

国税庁 ホームページより
2019年度国家予算

この10%程度

文教および科学振興費を３０年間１０%増やせば実現可能

10/23



青色LEDからフライングカーへ
GaNによるゼロカーボンエミッションの取り組み

AM-CREATION Co. Ltd.
Professor Masayoshi Yamamoto
Nikkei BP
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7研究室
＋7企業
＋2研究所
＋全国共同利用

構造：S造 地上2階建
面積：2,997㎡
※H30 5月25日完成

一般実験室・ポンプ
室

・電気室

【ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ棟（CR棟）】

C-TEFs
CIRFE Transformative 
Electronics Facilities

エネルギー変換
エレクトロニクス実験施設

GaNに特化した
クリーンルーム

大学使用スペース

大学使用
スペース
3,434m2

大学使用
スペース

産学協同研
究スペース
2,004m2

©2019 Nagoya University

C-TECs
CIRFE Transformative 
Electronics Commons

エネルギー変換
エレクトロニクス研究棟

構造：SRC造 地上7階建
面積：6,360㎡
※H30年12月 完成

産学協同研究スペース
(企業の持つ産学連携講座の

専有空間)

准教授～学生の
オープンフロア

PI、海外著名研究者、戦略室

GaN研究開発 施設・設備の整備
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C-TECs (CIRFE Transformative Electronics Commons)
エネルギー変換エレクトロニクス研究棟

国立大学法人として
初の全国賞受賞！

2つの壁の克服

• 資金

• 坪単価：受賞した民間企業の1/2～1/4

• 国立大学の特殊性克服

• 大学改革の一環としての意識改革

資生堂など、並みいる民間企業に伍してなぜ？



C-TEFs（CIRFE Transformative Electronics Facilities）
GaN on GaN専用クリーンルーム

• 縦型および横型GaN on GaNデバイス、レーザダイオード試作ライン稼働
• GaN研究開発の世界拠点を目指す
• 通常の大学の実験施設とは一線を画す

• 1000平米の大面積本格クリーンルーム
• 最新の結晶成長装置、評価分析装置、デバイス作製装置を集積
• 専任技術者（CR経験者）による企業研究所レベルの設備・運用
• 名大で開発した技術・ノウハウを活用可能＝標準プロセス提供

• 新しい研究展開の基礎研究、死の谷を克服する産学共創研究、企業の本格的なGaN
デバイスの開発の場として活用
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新しい大学組織 異分野・垂直統合によるワンチーム

C-TECs

Internet of Energy  

Internet of Things  

次世代電動モビリティ

高齢者対応
AR対応ディスプレイ上水システム

基板 エピタキシー パッケージ モジュール システムプロセス 回路

基板 エピタキシー パッケージ モジュール システムプロセス 回路

C-TEFsのワンチーム研究開発：一躍世界のリーダーへ！

C-TEFs

従来の独立型研究開発：個々の分野での闘いでは世界のリーダーになるのは難しかった。
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原料からシステムまで一気通貫のビジネス展開
GaNコンソーシアム

企 業： １９機関

株式会社アルバック、出光興産株式会社、ウシオオプトセミコンダクター株式会社、株式会社小糸製作所、株式会社島津製作所、

シャープ株式会社、スタンレー電気株式会社、株式会社デンソー、東京エレクトロン株式会社、株式会社東芝、豊田合成株式会社、

株式会社豊田中央研究所、日機装株式会社、浜松ホトニクス株式会社、富士電機株式会社、株式会社堀場エステック、三菱ケミカル株式会社、

STR Japan 株式会社、株式会社U-MAP

大 学： １０機関

愛知工業大学、京都工芸繊維大学、佐賀大学、筑波大学、東京工業大学、東北大学、福井大学、法政大学、三重大学、山口大学

会員総数： 計７０機関 （２０大学、 ２国立研究開発法人、 ４８企業）
（注：会員は令和元年１２月１日時点）

幹事会員： １０機関

【大学】 豊田工業大学、名古屋工業大学、名古屋大学、名城大学

【国立研究開発法人】 産業技術総合研究所、物質・材料研究機構

【企業】 住友電気工業株式会社、大陽日酸株式会社、トヨタ自動車株式会社、三菱電機株式会社

正会員 計３９機関

賛助会員 計３１機関

企 業： ２５機関

旭化成株式会社、株式会社アドバンテスト研究所、エア・ウォーター株式会社、株式会社荏原製作所、サムコ株式会社、

株式会社サムスン日本研究所、サンケン電気株式会社、株式会社三弘、株式会社ジェイテクト、株式会社シルバコ・ジャパン、株式会社シンクロン、

日新イオン機器株式会社、日本ミクロン株式会社、株式会社パウデック、パナソニック株式会社、株式会社日立製作所、株式会社富士通研究所、

古河電気工業株式会社、メタウォーター株式会社、メルクパフォーマンスマテリアルズ株式会社、矢崎総業株式会社、株式会社レーザーシステム、

ローム株式会社、JX金属株式会社、株式会社SUMCO

大 学： ６機関

大阪大学、九州大学、工学院大学、奈良先端科学技術大学院大学、新潟大学、明星大学
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All GaN Vehicle(パーソナルユース)
東京オリンピックでアスリートが運転！

未来のあるべき社会・ラ
イフスタイルを創造する
技術イノベーション事業
(高品質GaN基板を用い
た超高効率GaNパワー・
光デバイスの技術開発と
その実証)

2019年10月23日東京モーターショー

世界初！GaN
トラクションインバータ

Si IGBT
GaN

GaN 2f

インバータ：IGBTと比較して6割、SiCと比較して2割の省エネを実証！
2025年の社会実装に向けて着々と準備中
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環境省プロジェクト成果(インフラユース)：
世界最高耐圧！次世代電力網用超高速HEMTの開発

応用例
・高圧直流送電
・次世代固体素子

変圧器

2022年の実証実験
に向けて進行中

次世代電力網：次世代超高速インテリジェントパワーコンディショナー用パワーデバイス

電力系統システム

電力ライン

系統への高速電力給電

応答速度：＜1ミリ秒

高速インテリジェント
パワーコンディショナー

＊環境保全 ＊土地要らず
https://gigazine.net/news/20170527-china-floating-

solar-power-plant/

太陽光発電

エネルギーサーバー

ビッグデータ

圧縮空気、NaS電池、水素、Liイオン電池など

系統電力網

配電系統
（スマートグ

リッド）

5G情報&電力
ワイヤレスネットワーク

変電所

変電所

工場可動機器などへ

飛行時給電

体内センサー機器へ

走行中給電

充電操作不要
並列多数台充電可能
バッテリー負荷低減

高齢化対策
電気自動車が普及すると49万基の
急速充電器が必要（今の70倍）

最適エネルギー
マネジメント

需要家の電力使用
状況データ

エネルギーサーバー
状態管理データ

余剰電力保存

自然環境変動による
発電能力データ
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Vg : -10 V

Lpsj : 100 m

Wg : 100 mm

>10 kV
200 ns
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0.8V

5 A

3 V

1,047 V

-7 V

0 A

tf= 50 ns

tr=55 ns55 ns

58 ns

Id

Vg Vd

電流低下なし

u-GaN 1e15/cm3

u-GaN 1e15/cm3 10 nm

p-GaN 5e19/cm3 30 nm
G

S D

u-Al0.2Ga0.8N 1e15/cm
3 40

nm

Polarization
Super‐Junction HEMT

＜1 s

未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業
(高品質GaN基板を用いた超高効率GaNパワー・光デバイスの技術開発とその実証)

超高速

高電圧
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130913電波暗室内カプラ４CIMG4643.mp4


21世紀型エネルギーマネジメントのために、今すべきこと

中部臨空都市

C-TEFs

C-TECs

DC320V

200V

USPMUSPM

USPM

AC200V

バッテリー

次世代エネルギー基盤試験システム

従来型：個々の技術開発
新規型：統合型開発

パーソナルユース系とインフラ系が共同で研究開発を進める!
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高周波デバイス

デバイス

ウェハ

システム

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

2015年 2030年2020年 2025年

照明の革命
（低消費・長寿命）

信号灯

欠陥密度107 cm-2

GaN開発ロードマップと社会実装

GaN単結晶 ４ｲﾝﾁ

６ｲﾝﾁ

欠陥密度102 cm-2

欠陥密度103 cm-2

欠陥密度104 cm-2

２ｲﾝﾁ

GaN単結晶

GaN単結晶

On ｻﾌｧｲｱ

On Si 基板

ｻｰﾁﾗｲﾄ 小電力電源

殺菌・浄化

ＬＥＤ照明

植物工場

省エネの実現
▲１６％削減

600Ｖ,1mΩcm2

100KW

1200V,0.5mΩcm2

100KW

AlN単結晶

３ｲﾝﾁ

AlN単結晶

４ｲﾝﾁ

AlN単結晶
６ｲﾝﾁ

スマート社会
（Society 5.0）

パワースーツ

光デバイス

先端医療

６G

ロボット関節

パワーデバイス

開
発
ス
テ
ー
ジ
（
シ
ス
テ
ム
／
デ
バ
イ
ス
／
基
板
）

GaN-MOS ‘19

GaN-MOS ‘22
GaN/AlN‘25

‘23

GaN/GaN HEMT ‘21

パソコン

レーザー照明

携帯端末

高周波加熱

超高速可視光通信

航空機

28GHz,１00W、80％

波長280nm
量子効率60％

青色LED

波長350nm
量子効率50％

量子効率60％
出力１W

量子効率80％
出力10W

深紫外LED '19

高効率高出力 '22

ﾏﾙﾁｶﾗｰ '25

3300V, 2 mΩcm2

100KW

GaN-MIS‘25

鉄道

電子レン
ジ

サーバー

欠陥密度104 cm-2

欠陥密度105 cm-2
欠陥密度106 cm-2

‘18
‘20

‘25

‘19
‘23

‘26

70GHz,10W, 45％

300GHｚ, １W, 45％

13.56MHz,１KW、90
％

925MHz, 1KW, 90%

2.45GHｚ, １KW, 90%

GaN/GaN

‘23GaN-HEMT

GaN-HEMT ‘20

‘26GaN-HEMT

μ-LED
ディスプレイ

急速充電

次世代自動車
（超省燃費化
）

自動運転

未来カー
（全空冷・自動走行）

©2016 Consortium for GaN Research and Applications

系統電力網

配電系統
（スマートグリッ

ド）

変電所

変電所

次世代電力網

パーソナルユース系
(電気自動車、次世代ディスプレイなど)

インフラ系
(６Ｇ、次世代電力網など)

一体研究開発による社会変革の加速

今後必要な技術開発
＊低コスト基板製造・プロセス技術

(6インチ4億枚の製造技術)
＊パワー・高周波・光デバイスウェ

ハ製造、回路・モジュール・実装
技術

GaNの卓越性確認 GaNの社会実装

次世代通信網
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２１世紀の博士人材育成の取り組み

文部科学省 卓越大学院プログラム

D：Deployer

革新的プロダクトによる社会価値創出を着想・企画する人材
I：Innovator

シーズからプロダクトを見通し技術課題を解決し完遂する人材
I：Investigator

社会課題を理解し高い洞察力に基づき解決策を提案する独創的な研究者
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ビジネス経験のある理系ドクター人材の必要性

デバイス化

製品化

バリュー化

革新的結晶成長手法
GaN伝導型制御技術

GaN超高輝度
青色・緑色LEDの開発

LED信号機
フルカラー電光掲示板

蛍光体との組み合わせ
による白色LEDの考案

液晶バックライト
照明革命による
巨大ビジネスの創成
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産業界と一体化した人材育成 学外メンター

外部アドバイザリーボード

国内連携機関メンター(30名)

名古屋大学

D：Deployer

革新的プロダクトによる社会価値創出を着想・企画する人材
I：Innovator

シーズからプロダクトを見通し技術課題を解決し完遂する人材
I：Investigator

社会課題を理解し高い洞察力に基づき解決策を提案する独創的な人材

58名

Entrepreneurial Support Companies

Mirai Project

Nippon Venture Capital Co.

Kapion

オフィスエイトックス

National Research and

Development Assocaiton

NIMS

AIST

JAXA

Devices & Modules

Toshiba

Fujitsu Lab.

Mitsubishi Electric

Furukawa Electric

Sumitomo Electric Industries

Materlas & Epi.

SCIOCS

Toyoda Gosei
System 

Toyota

Denso

Nissan

Hitachi

Equaipments & Sevices

Taiyo Nippon Sanso

Toyota Central R&D Labs.
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